
指導監査等における指摘事項等について

令和８年度障害福祉サービス事業者集団指導

監査指導課



令和７年度指導監査について

（１）指導監査等を行った障害福祉サービス

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、生活介護、

短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A型、

就労継続支援B型、共同生活援助、地域移行支援、

地域定着支援、計画相談支援、施設入所支援

（２）指導監査等を行った期間

令和７年４月～令和８年３月



運営指導において指摘が多かった事項

（令和７年度）



情報公表未報告
重訪居宅

◯ 「障害福祉サービス等情報公表システム」を通じて、毎年１回、運営する事業所の情報を

京都市に報告する必要があるところ、適切に報告がされていなかった（または、報告から公

表に至る手続きが最後まで完了していなかった）。

就Ｂ

＊ 令和７年８月２９日から、「障害福祉サービ

ス等情報公表システム」において、これまで

の事業所情報に加えて、経営情報について

の記載も義務付けられています。

＊ 京都市情報館に情報公表制度についての

ページがあります。改めて御確認ください。

経営情報の報告について



身体拘束等の適正化のための取組が
適切に行われていなかった

◯ 身体拘束適正化のための指針の整備

→ 必要な項目を盛り込み、身体拘束適正化のための基本方針を示す

◯ 身体拘束適正化を検討する委員会の開催

→ １年に１回以上開催すること。

（※１年度に１回、ではないことに注意！）

◯ 身体拘束適正化のための研修の開催

→ １年に１回以上開催すること。

（※１年度に１回、ではないことに注意！）

就Ａ 就Ｂ行動重訪居宅

※ 上記すべてを満たしていない場合、基本報酬の減算となる。

毎年、実施時期を定めて
おくなど、実施時期に
御注意ください！



虐待防止措置が
適切に行われていなかった

◯ 虐待防止のための対策を検討する委員会の開催

→ １年に１回以上開催すること。 （※１年度に１回、ではないことに注意！）

→ 開催内容について、従業者に周知すること。

→ 身体拘束適正化検討委員会と一体的に設置・運営も可。ただし、それぞれについて検討を

行い、実施内容等の記録を行うこと。

◯ 虐待防止のための研修の開催

→ １年に１回以上開催すること。 （※１年度に１回、ではないことに注意！）

就Ａ 就Ｂ重訪居宅

※ 上記すべてを満たしていない場合、基本報酬の減算となる。



個別支援計画作成に係る手順及び記録の不備
重度

◯ 説明及び交付ができていない場合、作成していないものと同じ

就Ｂ

◯ 適切なアセスメントを行い、原案を作成→担当者会議の開催

◯ 個別支援計画の見直し・変更・モニタリング等

居宅 同行 行動

個別支援計画作成の流れ
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この一連の流れに不備がある場合、提供サービスによっては
個別支援計画未作成減算になります！



業務継続計画（BCP）の未策定

◯ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定サービスの提供を継続的に

実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）

を策定すること。

就Ａ 就Ｂ重訪居宅 同行

◯ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要案研修及び訓練を定期的に

実施すること。

◯ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うこと。



法定代理受領通知の未交付

◯ 法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、 支給決定障害者に対し、

当該支給決定障害者等に係る給付費の 総額を通知すること。

◯ 利用者負担額が０円の利用者についても、通知が必要

重度 就Ｂ居宅 同行 行動

サービスの提供の記録について

◯ サービスを提供した際は、支給決定障害者からサービスを提供したことについて

必ず確認を得ること。

重度居宅



◯ 雇用契約の締結について（就Ａ）

・指定就労継続支援Ａ型の提供に当たっては、利用者と雇用契約を締結すること。

◯ 施設外就労について（就Ｂ）

・施設外就労については、施設外就労先の企業と請負契約を締結すること。 

◯ 工賃の支払いについて（就Ｂ）

・工賃規定を実態に即して改定し、利用者に周知するとともに、同規定に基づき、利用者に

適切に工賃を支払うこと。

その他就労継続支援事業所における指摘事項

◯ スコア表について（就Ａ）

・スコア表（様式２－１）内の評価項目の実施に不備があったため、修正のうえ、基本報酬の

算定区分に関する届出書を提出すること。



◯ 福祉専門職員等配置加算（就Ｂ）

・指定基準の規定により配置されている従業者のうち、算定に必要な要件を満たしている場

合について算定すること

◯ 送迎加算（就Ａ）

・送迎加算（Ⅰ）については、当該月において、「１回の送迎につき、平均１０人以上の利用者

が利用」 及び「週３回以上の送迎を実施」のいずれにも該当する場合に算定すること

加算の算定誤りによる指摘事項①

◯ 欠席時対応加算（就Ａ）

・加算の算定に当たっては、急病等によりその利用を中止した日の前々日、前日又は当日に

中止の連絡があった場合について算定すること。

◯ 特定事業所加算（居宅・重訪・行動）

・厚労省大臣が定める基準に適合しているものとして届け出た事業所が、指定サービスを行

った場合に、当該基準に定める区分に従い算定すること



加算の算定誤りによる指摘事項②

◯ 初回加算（居宅・重訪）

・サービス提供責任者が同行した場合、同行訪問した旨を記録すること。

その他の指摘事項

○ 業務管理体制について（居宅・重訪）

・法令遵守責任者の選任についての届出書を、障害保健福祉推進室に速やかに提出する

こと。

→ 全ての事業所等が京都市内に存在する事業者は、届出先が京都市となります



事業所運営における留意事項



処遇改善加算の取扱いについて

○ 福祉・介護職員等処遇改善加算の取扱いについては、下記国のＱ＆Ａにもある

通り、当該加算の趣旨を踏まえた適切な取組みの実施を御検討ください。

Q． 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、新加算等により得た加算

額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。

Ａ． 新加算等の加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、当該

加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるが、新加算等の目的等を踏

まえ、最低賃金を満たした上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。

【参考】令和６年３月２６日 厚生労働省 福祉・介護職員等処遇改善加算等に関するＱ＆Ａより



サービスの提供の記録について

○ サービスを提供した際は、当該指定サービスの提供日、内容その他必要な事項を、

当該指定サービスの提供の都度、記録しているか。

■ 記録が必要な事項

・ 当該指定サービスの提供日

・ サービスの具体的な内容

・ 実績時間数

・ 利用者負担額等、利用者へ伝達すべき事項 等

○ サービス提供の記録に際し、利用者からサービスを提供したことについて確認を

受けているか。

○ 利用者から、自身の受けたサービスの提供記録について開示の求めがあった場

合、個人情報保護法（第33条第1項～第4項）に基づき、適切に対応すること。



電磁的記録の保存年限について

○ 指定事業者及びその従業者は、作成、保全その他これらに類するもののうち、

書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録により行うことが可能。

電磁的記録：電子計算機（パソコン、スマートフォン、タブレット等）

による情報処理の用に供されるもの

○ 保存期間は、紙の記録と同様に５年間。

・随時バックアップを行うなど、保存年限内にいつでもデータが取り出せるよう

適切な管理が必要。



この加算について、同一の利用者についてA型事業所と一般企業の間で複数回離転職を繰り返し、その都

度加算を取得するという、本来の制度趣旨と異なる形で算定する事業者の報道があったことを受け、「一般

就労への移行と真の定着」という本来の趣旨に則った運用が行われるよう、厳正化されたもの

令和９年度の報酬改定に向けて、就労移行支援体制加算のあり方は、国において改めて議論
されることとなっています。

一事業所で算定可能となる年間の就職者数は、

当該事業所の定員数を上限とする。

同一事業所だけではなく、他の事業所において過

去３年間で算定実績がある利用者について、算定

不可

就労移行支援体制加算の見直しについて
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